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研究成果の概要（和文）：本研究は将来的な少子高齢化社会を想定した人口減少期において、公共ホールの利用圏域を
２０１０年と２０３０年の両時点の推移を把握し、施設の老朽化及び利用圏域内の競合施設の状況などを加味したうえ
で、将来的な広域行政圏における再編計画の考え方及びケーススタディを行った。更に本研究において対象としている
地方都市に立地する公共ホールに大きな影響を及ぼすであろう、２０１１年３月に発生した東日本大震災における公共
ホールの被害概要の把握と地域的な分析を行い、将来的な地域状況と公共ホールの持続的な運営システムの整備の必要
性を提示した。

研究成果の概要（英文）：In population reduction period that are intended to be aging society in the future
, to understand the transition of both time points of 2030 and 2010 the utility sphere of public hall, thi
s study competitive facility of use area level and aging facilities after having placed taking into accoun
t the situation of the, was carried out case studies and the concept of restructuring plan in wide-area ad
ministrative area in the future. The analyzed regional would be a major impact on public hall is located i
n the regional cities that are targeted in this study further, and understand the damage overview of the p
ublic hall in the Great East Japan Earthquake that occurred in March 2011, the future I presented the need
 for the development of management systems sustainable public hall and regional situation.
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１． 研究開始当初の背景 
 

1980 年代から各地で急速に整備が進展し
た公共ホールは、2010 年時点で約 3000 を超
え一定の整備水準を満たしつつある。しかし、
少子高齢化社会への移行に伴う地域的な居
住状況の偏在、市町村合併に伴う行政単位と
規模の変化、公的財政状況の悪化、芸術文化
経費の縮小化など様々な課題が山積すると
ともに、将来的には多くの不確定要素が存在
している。特に 2030 年頃に現状整備されて
いる多くが機能的な耐用年数を迎え、既存の
行政単位を超えた広域的な視点からの公共
ホールの持続的なマネジメント手法が求め
られている。 
本研究の先行研究では、居住人口の推移に

着目し公共ホールの利用圏域の推計を行い、
利用圏域の重なりや各ホールの吸引人口規
模の状況を把握した。また、実践的な再編的
地域計画には運営コストへの検討が必要だ
が、高木（2000）らの既往研究で施設運営の
概略的な収支構造など把握している。 
次に本研究の開始直前である平成 23 年 3

月 11 日に発生した東日本大震災は、東北地
方を中心とする公共ホールの利用圏域及び
立地自治体の将来的な居住人口を大きく変
動させる状況であった。また施設単体に着目
すると公共ホールの被害状況及びそれらの
ハード・ソフト両面における被害の概要を整
理・分析が急務の課題となった。 
 

２．研究の目的 
(1).利用圏域手法に関する研究目的 
本研究における利用圏域については、利用

圏域推計と現状課題の把握と運営実態の把
握の二軸から劇場・ホールの現状分析を行い、
これらを統合して施設を評価することで現
実的な状況を勘案した再編的地域計画の具
体的な指針を提示することを目的とする。 
 研究方法は、先行研究による利用圏域モデ
ルを改良し、宮城県と愛知県を対象に利用圏
域構造を再把握する。次に、全公立文化施設
に対して調査票調査を行い、さらに、公共ホ
ールと自治体に対するヒアリング調査から
詳細な運営実態を把握する。最終的に劇場・
ホールの広域運営における現状の課題と地
域状況を評価し、人口減少等の将来的課題を
踏まえて、2030 年における再編的地域計画
の指針を仮説的に再編的地域計画指針の提
示を目的とする。 
具体的には、まず利用圏域推計の手法とそ

の検討手法を整理し、次に各公共ホールの利
用率と運営コストの実態と再編的地域計画
指針について検討を行った。 

 
(2)東日本大震災における公共ホールの被災
と地域的要因の研究目的 
平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災
では、東北地方、関東地方に及ぶ住宅や公共
施設に甚大な被害をもたらした。 

 本研究では主に建築的な被害状況とソフ
ト面における復旧プロセスを捉え将来的な
地域状況に加味させた。 
 
３．研究の方法 
(1)利用圏域推計と施設再編シミュレーショ
ン 
本研究では先行研究により作成した利用

圏域モデルを改良、修正する形で分析を進め
る。このモデルでは魅力度要素に、ハードに
関する要素として最大客席数、経年減衰を考
慮する要素として築年数、ソフトに関する魅
力度として自主事業の有無に関する暫定値
（有：2point、無：1point）を組み込んでい
る。 
 ここで、利用圏域推定と運営実態分析で施
設規模の分析基準を統一するため、各分析と
施設規模要素（最大客席数、合計客席数、延
床面積）の適合性を検証した。 
 2001 年のアンケート調査のデータを基に、
施設規模と運営コストの回帰式から、延床面
積、合計客席数、最大客席数を比較し、相関
の高い延床面積を選択する。 
 
(2)東日本大震災の被害把握と地域分析のた
めの広域アンケート調査 
本研究では、東日本における各都県の劇

場・ホールを対象にアンケート調査及び文献
調査を実施し、震災時の広域における公共施
設の被害状況や施設運営における影響を把
握し、震災復旧における課題、今後の防災対
策について項目として、東日本各都県の劇
場・公共ホールを対象にアンケート調査を実
施した。公益社団法人公立文化施設協議会に
所属する施設のうち、青森県から福井県まで
の計854施設を対象に2011年 10月～12月に
公立文化施設協議会、JATTET、日本建築学会
文化施設小委員会の協力を得て実施した。 
 

４．研究成果 
(1)利用圏域の推計手法 
開館年と1席あたりの延べ床面積の整理を

行った。これをみると、1990 年代以降のホー
ルが増加傾向にあり、施設機能の変化を踏ま
えると、練習室などの創造機能と図書館など
の他用途の複合機能がその要因となってい
る。また既往研究ではこれらの諸室は利用率
の増加に寄与することが示されている。以上
のような知見を受け、最大客席数と延床面積
では研究における特性の違いがあるが、利用
圏域構造による課題が顕在化するのは大都
市部以外の地域で、このような地域では民間
ホールはほとんど存在しないことから、本研
究では施設規模の魅力要素として延床面積
を選択する。 
 

(2)宮城県と愛知県における利用圏域構造の
把握 
 愛知県と宮城県の各メッシュの吸引率を
示す。名古屋市を含む西部で広域に渡って吸



引率が低くなっており、施設の競合が激しい
エリアがみられる。また、東部には吸引率が
高く、特定の施設しか選択できない可能性が
高いエリアが存在する。宮城県では施設の立
地間距離が一定程度あるため吸引率の分布
は多様で、施設の役割による差異化が図りや
すい。しかし、北部や南部に吸引率が高く、
特定の施設だけが選択しにくいエリアが広
くみられる。 
 ヒアリングを行ったO市の状況を具体的に
みると、吸引率が高いエリアが島上に形成さ
れ、その周辺に 10% ～ 30% のメッシュが広
がっており、一定の効率的な配置であること
が理解できる。調査対象施設においては、自
主事業を行っているにも関わらず、推計利用
者数が少ない施設があるが、大規模で自主事
業を行っている施設が近接しているために、
利用者に対する吸引力が弱くなる場合もみ
られた。また吸引率が高く施設選択性が低い
エリアでは、市町村合併後も他地域からの利
用者は増えておらず、地域内利用の動向がホ
ールの利用状況に影響を及ぼしている。一方、
大崎市南部は吸引率が低く施設選択性が高
い状態であり、市町村合併によって地域内の
施設への利用が容易になり、利用数が増加す
るなど市町村合併の影響が見られた。 
 
(3)各劇場・ホールの利用状況 
 アンケート調査とヒアリング調査より、利
用状況、運営体制、運営コストから劇場・ホ
ールの運営実態を詳細に把握する。 
 施設の立地自治体内に拠点のある団体に
よる貸館利用の割合（地域内利用率）と、貸
館事業、自主事業、共催事業によるホールの
合計利用日数のうち、貸館事業日数の占める
割合（貸館事業率）の関係性を示したもので
あり、バブルの大きさはホールの稼働率を示
している。具体的に見ると、貸館事業に重き
を置き、地域外からの利用客が多い施設では、
地域内からの利用客が多いケースもみられ
る。 
また、自主事業や共催事業を積極的に行う

ことで、地域外からも利用客が多く集まる施
設、地域内からの利用客が多い施設 などは
いずれも稼働率が高く、貸館事業率の高低、
地域内利用率の高低ともに利用需要がある
ことが確認できた。 以上から、劇場・ホー
ルには地域特性に相応しい形で多様性が求
められており、それらが役割分担しながら共
存することが必要であるといえる。 
 

(4)施設管理利用形態の類型化 
 ヒアリング調査から、劇場・ホールの運営
主体と組織構成は、施設の特性や行政の意向
によって、管理者種別（直営、指定管理者）
や、舞台芸術専門職員（事業企画・実施、舞
台操作、舞台保守）の配置状況などが大きく
異なることがわかった。そこで、施設の管理
体制、事業展開などのソフト面 11 項目、所
有機能などのハード面18項目の計29 項目で

数量化三類分析を行った。第一軸を「事業展
開の能動性」、第二軸を「施設の専門性」と
軸を設定し、運営パターンを( Ⅰ ) 提供重
視型-舞台芸術系施設、( Ⅱ ) 利用重視型-
舞台芸術系施設、( Ⅲ ) 提供重視型-社会教
育系施設、( Ⅳ ) 利用重視型-社会教育系施
設の 4つに類型化した。 
 管理者種別では、指定管理者( 公募) は主
に( Ⅱ )に属し、舞台芸術専門性を必要とす
る一方、自主事業などの事業提供は重視して
いないことが伺える。また、指定管理者( 非
公募) は自治体出資団体が大半を占めてい
るため行政と近い関係の組織にあり、直営の
場合と似た状況となっている。 
 
(5)運営コスト 
運営コストは運営体制や利用状況に依存

しているという視点から、前述の運営パター
ン別に分析し構造を把握する。各運営パター
ンの単位面積当りの平均運営コストを検討
した。検討の結果運営パターン毎にみると、
単位面積当りの総コストには大差はないが、
提供重視型の( Ⅰ )と( Ⅲ ) で自主事業費
が多く、( Ⅳ ) は需用費が大きくなってい
る。( Ⅰ ) のタイプでは自主事業費は平均
より低くなっているが、実際には年間 153 日
に及ぶ自主事業に取り組んでおり、内容も買
取、自主制作、アウトリーチ活動、ワークシ
ョップなど多岐に渡っている。事業の取り組
み方によって、低予算の中で有効的に自主事
業を実施できることを示している。また、NCH 
では人件費が大きく、委託費が小さいが、舞
台技術業務を内部職員で行うことで外部委
託費を削減していることが一つの要因であ
る。 
 
(6)利用圏域構造と運営コストにおける現状
課題 
①利用状況と利用圏域構造の適合性 
 利用状況とモデルによる推計値（吸引率）
から利用状況と利用圏域構造の適合性をみ
る。宮城県における、地域内利用率と稼働率
から見る施設の分布状況を運営パターン別
に示しており、バブルの大きさは吸引率の平
均値を表す。地域内利用率、稼働率のしきい
値は有効回答施設の平均値から、地域内利用
率 63%、稼働率 57%とした。 
また、吸引率平均のしきい値の設定は、宮

城県と愛知県では吸引動向が大きく異なる
ことから、宮城県 12.5%、愛知県 4.6% とし
た。以上の評価基準から各施設を 4 段階で評
価しそれぞれの将来的な改善方向性を示し
た。 
②運営の効率性 
 運営コストとモデルによる推計値（推計利
用者数）から運営の効率性をみる。運営パタ
ーンごとに推計利用者数に対する利用者数
の割合と利用者一人当たりの運営コスト（以
下、サービスコスト）の関係性を示した。利
用者数/ 推計利用者数が 1 以上の施設はポ



テンシャル以上の集客力を発揮しており、1 
以下の施設はポテンシャル以下の集客力と
なっている。また、サービスコストは、各施
設の平均値（303[ 千円/ 人]）でしきい値を
設定し、平均値を下回る施設は集客における
費用対効果が大きく、平均値を上回る施設は
集客における費用対効果が小さい。以上の評
価基準から各施設を 4段階で評価し、それぞ
れの将来的な改善方向性を示した。 
 
(7)東日本大震災における公共ホールの被災
から再開について 
①公共ホールの施設被害について 
建築被害は石川県、福井県を除く全都県で

確認され、南北 500km にわたる広範囲の地域
において被害が発生した。全体で 3割にのぼ
る施設が被災しており、軽度と中度（一部使
用不可）の被害が目立つ。特に太平洋沿岸の
被災4県では半数以上の施設が何らかの構造
躯体被害を受け、震源に近いことや津波の影
響が大きく表れた。4 県では軽度の被害より
も中度被害の割合が多く、全館使用不可等の
重度被害も確認されている。同一地域内でも
津波の高さが数 m異なるだけで、被害の多様
さが異なった。 
 他方、栃木県や群馬県では内陸部でありな
がら軽度以上の被害が4割の施設で確認され
ている。気象庁のデータによると、当該地域
は長野県付近で震度6強の余震も観測されて
おり、その他にも松本直下型など震度 5強の
余震が現在までに多数観測されている。活断
層付近に位置する地域においては、本震の誘
発地震によって被害が増大した施設が多数
あると考えられる。 
②客席天井被害 
 客席天井被害も建築躯体被害と同様、広範
囲の地域において中、大規模な被害が確認さ
れた。特にプロセニアム周辺の崩落が発生し
ていることが挙げられ、天井安全基準等が問
題となっている。客席天井被害の割合を捉え
ると、客席天井被害は全体として 2割の施設
において軽度・中度（使用可能・一部落下）
が発生していた。4 県においては建築躯体と
同様に半数以上が何らかの被害を受けてお
り、さらに軽度よりも中度被害が多い結果と
なった。天井が崩落する大規模落下等の重度
の被害も 4県で 3.6%確認されている。 
 建築躯体被害が軽微な施設においても、中
度・重度の客席天井被害が確認されている。
中度以上の客席天井被害を受けた施設のう
ち、約 5割以上が躯体被害において軽度以下
の回答をしており、建築躯体に対して客席天
井の脆弱性を再確認できる結果となった。 
③客席規模ごとの天井被害 
 客席数ごとの天井被害の割合を整理した。
この結果からは客席数400席以下の小規模な
ホールでは全体で 10%未満の被害であるが、
規模が大きくなるにつれて被害の割合が増
し、1200 席以上の施設では全体で 32%の施設
で客席天井被害が確認された。重度被害は全

て 1000 席以上の施設で発生している。 
 傾向として、天井高が高く、落下時のリス
クが高い大規模ホールほど被害が増加して
いた。客席天井で主流となっている吊り天井
の安全基準については、現在様々な調査・文
献で明らかとなってきているが、加えて高機
能化によって単位面積あたりの重量が重い
ことなど、ホールにおける客席天井の課題が
散見される。 
 
(8)2011 年９月 30 日時点での開館状況 
 回答を依頼した時点で、4 県を除く都県の
施設はほとんどが使用可能な状態であった。
しかし、4 県は全体の半数程度が再開できた
状態で、休館の割合が他県よりも多い。4 県
で一部休館の施設は 37.1％、全館休館が
15.2％となっており、いずれも他県より割合
が多くなっている。特に全館休館は 4県の回
答が割合を多く占めていることから、復旧の
延滞が伺える。 
2011 年１２月時点での開館状況では 9 月

30 日時点から休館状態の施設は減少してい
るものの、4 県では 10%近くの施設が調査時
点において利用再開を未定としている。存続
不能と判断された施設は既に解体され、立て
直しを検討しているか一部は閉館措置を講
じている。 
 

(9)利用再開時期 
 各施設が再開した時期は約 60％の施設が
発災後、2 ヶ月で再開しており、多くの施設
が 3月中にホール利用を再開している。時期
が経つにつれて閉館数は減少した。他方被災
4県においては 20％程度が 6月頃まで避難所
が設置、発災後 8 ヶ月、15.2%が全館休館す
る等、長期的に公共ホールの閉館状態が続く
状況も見られた。3 月に再開した施設の多く
は首都圏や日本海側に面する地域に属し、半
年以上を要しているのは4県および首都圏の
一部の施設で、建築被害も踏まえ被災による
利用再開の延滞が伺える。 
 
(10)事業活動 
 主催事業は 4県で 7割以上、他県で 9割以
上が実施している。しかし、わずかに一部中
止の施設も確認され、4 県に至っては再開予
定まで無し、今年度分すべてを中止としてい
るところもある。 
 事業中止の理由としては、ホール施設に問
題があり開催できない施設が4県で大多数を
占めており、震災による施設・設備破損が大
きく影響している。しかし他県ではホール自
体に問題はなく、自粛や計画停電による運営
の停止が原因となっている。 
 貸館事業は一部中止の割合が多くなって
おり、4 県よりも他県の方の割合が大きいの
は自粛や計画停電が原因であると考えられ
る。主催事業と比較すると、再開予定までキ
ャンセル、今年度分すべて中止が多く、震災
により移動手段が無かった、施設使用不可、



原子力発電所の風評被害が大きな理由であ
ると考えられる。 
  
(11).再編的地域計画への指針 
 運営の効率性と利用圏域構造との適合性
による施設評価と、2030 年における将来的
課題として築年数、人口増加率、統廃合によ
る圏域外エリア発生の有無から、再編的地域
計画への指針を整理した。更に立地環境特性
との関係性を踏まえ宮城県をみると、類型 A、
B、C に属する施設などが統廃合対象施設と
なるが、統廃合によって圏域外エリアが拡大
してしまうため、他公共施設の用途変更やア
ウトリーチ活動の強化などの対策を十分検
討する必要がある。また、類型 G、H に属す
る立地環境に適した運営を行っている施設
においても、NCH のような、将来的な人口減
少により利用客の減少が懸念される施設が
抽出されており、詳細な利用圏域推計の有効
性が指摘できる。 
他方これらが対象となる公共ホールの東

日本大震災の影響は大きく、ハードの被害と
しては、震源に近い被災 4県に建築被害が集
中しており、加えて栃木県、群馬県や首都圏
の一部の地域でも甚大な被害が確認されて
いる。誘発地震の影響等、地理的条件によっ
て様々な被害が発生している他、施設の開館
年、規模なども被害の傾向と関係性が伺え、
今後これらを踏まえた将来的な施設のリス
クマネジメントが望まれる。 
 また、今回の被害の特徴として、広域にお
いて客席天井被害が発生していることが挙
げられる。特に大規模のホールにおいて被害
の割合が多く確認されており、音響・高機能
化の代償として安全面でのリスクが発生し
ていると考えられる。吊り天井に関しては現
在、劇場・ホールのみならず各方面で構造上
の問題が明らかとなっているが、劇場・ホー
ルでは天井重量が重いことや、天井高が高い
等、これらを踏まえた安全基準が必要である
と考える。 
 ソフト面では、全体の約 60％の施設が発災
後、2 ヶ月で再開している。他方被災 4 県に
おいては全体の20％程度が6月頃まで避難所
が設置、発災後 8 ヶ月においても 15.2%が全
館休館する等、長期的に公共ホールの閉館状
態が続く状況も見られた。発災後 2年経過し
た現在も 4 県では 10%以上の館が休館状態で
あり、施設復旧のめどが立たない状態である。
これに伴い4県を中心に事業活動も大きく減
少し、地域に対して文化を供給できない状態
が続いている。事業減少による経営困難な状
態が継続することで職員の雇用問題の懸念
も伺える。 
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